
令和６年度愛知発明表彰調査表記載事項チェック 

 

調査表は、審査の基礎資料です。正確な審査のためにも、下記ポイントを参照の上、書類作成にご協力ください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【係争歴】 

係争歴の有無と種別を教えてください。 

※応募時点で係争関係にある案件の応募は 

ご遠慮ください。 

【発明者・考案者・創作者】 

公報に記載されている発明者等が複数の場合は、

残りの人数を記載し、氏名等詳細は様式Ⅰ－２に

記入してください。 

公報に記載されている発明者等であっても、辞退

者・死亡者がいる場合は、様式Ⅰ－２の「応募辞退

者」「死亡者」欄に記入ください。 

【責任者役職・氏名】 

応募にあたっては、令和６年６月まで本件応募特許(実用新案・意匠)権の維持が必要です。 

責任者は原則社長としますが、社長の捺印が得られない場合は、役職者として代表権を持つ役員、   

工場長、事業所長または同等の役職者の記名、捺印をお願いします。 

また、忘れずに捺印をお願いします。 

【応募発明に係る既往表彰受賞歴】 

この発明等に関する
．．．．．．．．．

表彰歴です。 

受賞歴がわかる表彰状の写し等を添付ください。 

【共同権利者】 

応募の際は、この欄に記載した共同権利者の 

応募同意書が必要です。 

【発明者・考案者・創作者  部署役職名】 

名簿・賞状等のデータになりますので、会社名や 

部署名等を省略せず、正確にご記入ください。 

【発明者・考案者・創作者  氏名年齢】 

令和６年４月１日時点の年齢をご記入ください。 

〔様式Ⅰ‐１〕 

【応募発明、考案、意匠の名称】 

広報に記載されている発明等の名称とは別に、応

募発明等を的確に表現する名称を２０文字以内で

記載してください。 

※アルファベットにもふりがなを。 （例．Ｃ－ＭＯＳ
し ー も す

） 

【国際特許（意匠）分類】 

公報に記載されている筆頭の IPC、国際意匠分類

を記入してください。 

記入漏れが多い箇所になります。ご注意ください。 

【権利会社規模】 

中小企業基本法に定める各業態の中小企業の定義のうち、 

資本金・従業員数のいずれかに該当する場合（※）中小としてく

ださい。 

※製造業の場合、資本金 3億円以下もしくは従業員 300人以下 

※ただし大企業が資本参入により、当該企業の実質的な経営

に大きく関与していると認められる場合（みなし大企業）の場

合は中小企業として取り扱いません。 

【問合せ先】 

ご提出いただいた書類について、選考結果等を  

ご連絡させていただきます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔様式Ⅰ‐２〕 

応募発明等に関して、「従来発明等の課題、応募発明等

の開発に至った流れ→応募発明の目的、技術的内容→

実施効果」を簡潔に記入してください。 

 

上記１）で記入した「従来発明等の課題、応募発明等の

開発に至った流れ」について、社会的ニーズもふまえて、

より詳細に記入してください。 

上記１）で記入した「応募発明等の目的、技術的内容」に

ついて、特に従来発明等の課題をどのように解決したの

かを明記して、より詳細に記入してください。 

図面もしくは写真は、発明を理解する上で重要です。方法

の発明等図面が存在しない場合を除き、必ず入れてくだ

さい。様式Ⅰ－３内であれば大きさ、位置は問いません。 

〔様式Ⅰ‐３〕 

【共同発明者、考案者、創作者】 

転職・退職等により、特許・実用新案・意匠の出願時の

所属会社と、現在の所属会社が異なる場合は、この欄に

出願時の所属会社・部署・役職名を記入してください。  

【共同発明者、考案者、創作者】 

様式Ⅰ－１で記載した発明者以外の方を、この様式に 

記入してください(辞退者・死亡者は除く)。 

令和６年４月１日時点の年齢をご記入ください。 

 

【本表彰への応募辞退者または死亡者】  

発明者が本表彰を辞退する場合、もしくは亡くなられて  

いる場合は、その方のお名前をここに記入してください    

（上欄には記入しないでください）。 

なお、辞退する場合には必ず本人が署名、捺印した辞退

届を添付してください。 



 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔様式Ⅰ‐４〕 

【実施効果一覧表】 

輸出が納品先による二次製品の場合でも、輸出高

の欄に数値を記載していただいて結構です。 

【実施効果一覧表】 

市場占有率はできるだけ業界団体等による公表され

た数値等を分母に用いて計算してください。 

（データ出典資料名を記載のこと。） 

【実施効果】 

応募発明の実施効果を、産業性、社会性、国際性、

学術性のいずれかの観点から記入してください。  

複数選択可能です。 

【生産高・販売高・輸出高の推移図（金額）】 

金額をグラフで表現してください。 

【実施開始時期・一覧表】 

・未実施のものは審査対象外になります。実施後に

ご応募ください。 

・実施が長期間にわたり、調査表に書ききれない   

場合は、最近 5 年間の数値を記入してください。 

 （令和 5 年の数値が未確定な場合は、見込みの 

数値を記入し、その旨備考欄に明記してください。） 

・地域産業への貢献度も審査基準のひとつとなりま

す。  生産高・販売高・輸出高いずれかでも構いま

せんので数値の記入をお願いします。 

 （各数値の単位を忘れずにご記入ください。） 

・区分において規定の項目での記入が難しい場合

は、変更いただいても構いません。 

（例：ライセンス料等） 

・社外秘等で記入いただけない場合は、その旨記載

ください。ただし、審査に影響が出ることがあります

ので、予めご了承ください。 

・累計や平均単価の計算間違いが多い箇所になりま

すのでご注意ください。 

その他ご不明点は（一社）愛知県発明協会  事務局までお問い合わせください。 
 

【問合せ先】（一社）愛知県発明協会 
T E L：052-223-5640 
MAIL：chizai@nagoya-cci.or.jp 

【実施会社と権利者会社の関係】 

実施会社と権利者会社が同じ場合は「同一」と、違う

場合はどのような関係か記入してください。 

【雑誌・新聞記者等の掲載状況】 

新聞等、記事掲載についてはこの欄に掲載年月日、

掲載誌(紙)名、記事タイトルを記入してください。 

 
※ご応募前にご確認ください※ 
 
□必要書類はそろっていますか？（詳細は募集要項をご確認ください。） 

①調査表 正 1 通、副 1 通（正の写し）※非会員は副 8 通（片面印刷） 

  ②特許公報 
③審査等全経過情報（特許情報プラットフォーム）の審査経過情報の検索結果 
④製品カタログ、写真 

⑤外国特許公報の登録番号が確認できるページの写し 
⑥関連論文、表彰状の写し 
⑦履歴書（応募発明者全員分） 

⑧応募発明・意匠の権利者及び、共同権利者の会社概要、パンフレット（HP のコピー可） 
⑨辞退届、同意書 

□調査表の記載漏れはありませんか？ 


